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3.本研究が対象とする公立学校における組織と問題点 
藻利学説にもとづく学校組織の理論的考察を踏まえたうえで，本研究が実践的試みの対
象とする公立学校は，明治 18 年に公立商業学校として創立以来 120 余年の長い歴史と伝統
を誇り，24,000 名を超える優秀な卒業生を送り出している N 市唯一の商業高校である。輝
かしい教育成果を有する一方で，当該校がいくつかの問題を抱えているという市民や学校
関係者からの指摘を受け，2002 年，学科改編および募集定員の見直し，学校運営等の課題






中学校卒業予定者数は今後も減少が続き，N 県下においても今後 10 年間で約 25％の減少が
見込まれている。少子化にともなう生徒減少および学校規模の適正化へ対応するため，現
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さて，当該校における教職員の平均年齢は約 50 歳，平均勤続年数約 13 年，教職員の 64%






事務長の 3 名の管理職のほかに，68 名の教職員が属する学校固有の委員会制度である 14
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5 小島(2007:1 頁). 














2 つのアプローチを統合する枠組みによって組織変革をとらえている。松田(2000:20-22 頁) 
8 これは，野中・竹内(1996)により，トップダウンやボトムアップと対比する形で研究されている知識
創造のためのマネジメントモデルである。 






























































































































図表 4 企業職能の立体構造 



























































































































































































































図表 7 直系組織 図表 8 職能組織 
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労働組合の企業の運営に対する参加を意味すると理解するのである23。 
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2 藻利(1973:52-55 頁)，菅家(1991:31 頁). 
3「職能」とはなされるべき仕事，「機能」とは実際におこなわれている仕事の意味で両者は截然と区別
される。 
4 藻利(1973:54-55 頁). 





7 藻利(1964:17-18 頁). 
8 このような「目的」による分類とは別に，テイラーの職能的職長制に代表されるような，職務遂行に
必要な「熟練」に関連させる分類もあるため職能という用語には注意を要する。  
9 藻利(1963:422-423 頁). 
10 藻利(1963:408-410 頁,452 頁). 
11 目的による職能をさす。 







15 藻利(1963:354-357 頁). 
16 藻利(1963:356-387 頁). 
17 藻利(1963:423 頁). 
18 藻利(1963:433 頁). 
19 藻利(1963:490 頁). 
20 藻利(1963:491-492 頁). 
21 藻利(1963:505-511 頁). 
22 藻利(1972:211-212 頁). 
23 藻利(1972:211-212 頁). 
24 Drucker, Peter F.(1974)，野田・村上訳(訳書･下 1974:87 頁). 
25 藻利(1972:325-326 頁). 














 本研究では学校の環境の考察にあたり，まず米国の Kotler and Fox，Hoy and Michel
および Silver の所論について概観する。 
(1)Kotler and Fox の所論 
学校のマーケティング戦略についての所論を展開しており，マーケティングの世界的な

















出所)Kotler and Fox(1985:p.23) 
Kotler らの所論のなかで注目すべきは，学校














(2)Hoy and Miskel の所論 












































図表 10 学校の社会システムモデル 
い
 
 (3)Silver の所論 






































出所) Hoy and Miskel(1987:p.72) 




























































































































































-  - 24
企業における職能分化をモデル
に考察すると，現在の学校の職能構














































































教員，音教官(ママ)の外に監事 2 名，事務官 3 名を配置するという記録が見られる25。また，
明治 22 年の五島学館でも館長，教職員のほかに監事，事務員を配置す
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6 大住(1999:40 頁)によると，NPM とは公的部門に民間企業の経営理念・手法を可能な限り導入しようと
いう新しい公共経営理論である。  








13 藻利(1964:50 頁). 




16 柳(1991:151-155 頁)によると、19 世紀初頭，国教会従軍牧師ベルとクウェーカー教徒のランカスター











20 下村(1982:33 頁). 
21 教頭の法制化は昭和 32 年。 
22 高野(1976:137 頁). 
23 伊藤(1971:184 頁). 
24 菅家(2006:192-197 頁). 
25 長崎県教育委員会編・上(1976:747 頁). 
26 長崎県教育委員会編・下(1976:192 頁). 
27 藻利(1963:490-494 頁). 
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こうした関係を，小学校の教育方法と大学のそれとにおいて，もっとも明瞭に認めることができる。」
と述べている。なお，文中の著者は藻利自身をさす。  
31 藻利(1963:453-454 頁). 




33 菅家(1988:47-48 頁). 
34 藤野(1995:29 頁)によると，「日本企業は賃金制度としては職能級 (職能等級 )制度を採用し，職務給制度











37 菅家(2006:33 頁). 
38 菅家(2006:33 頁). 












































































































































図表 20 は「分掌」がどのように統廃合されたかを図式化したものである。x 軸に「1 人
あたりの業務強度」(分掌の業務強度指数合計÷分掌配属人数)，y 軸に「時期によるばらつ













































































































































































図表 21 学校自己評価の構造化 


































































































また，この結果をもとに John P. Kotter のいう変革推進チームである研究チームの編成
に着手した21。研究チームは教育改革の中心となる科目の研究をおこなうと同時に，今後














図表 23 生徒による授業評価 
科　目　名 １組 ２組 ３組 ４組 ５組 ６組 ７組 学年計
科目Ａ 33 21 27 23 27 19 19 169
科目Ｂ 18 3 -16 3 -2 8 -1 13
科目Ｃ 2 -29 -9 -23 -15 -13 0 -87
科目Ｄ -17 -11 -6 -13 4 -11 -15 -69
科目Ｅ 5 0 2 -1 -5 -8 -5 -12
科目Ｆ -10 -10 0 0 0 0 0 -20
科目Ｇ 0 0 2 5 0 0 16 23





















科目Ｉ -30 -29 -24 -23 1 -2 5 -102
科目Ｊ 4 6 -4 -4 0 -14 19 7
科目Ｋ -34 -21 -14 9 0 3 -38 -95












さ」の計算式により算出した(図表 23 参照)。授業評価は授業改善に生かされることが第 1
目的ではあるが，「教科主任(ミドル)」に対して「教科」としてのばらつきをいかに是正す
















































































図表 24 職務の型と目標管理のタイプ 
出所)奥野(2004:198 頁) 
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行錯誤しながら，自分の経験や判断力を生かして職務を遂行する」という特質をもつ，職






















































































図表 25 スピアマンの順位相関係数 
対象





















** 0.327289 * 0.251134 0.242636 0.280170 0.529378 ** 0.285862 0.356130 *
満足度－注力度 -0.102062 0.177211 0.229202 -0.007476 0.207618 0.393186 * 0.397525 * 0.156356
満足度－負担度 -0.004328 0.195865 0.187577 -0.402259 -0.003732 0.240008 -0.386023 -0.127012
負担度－注力度 0.481869 * 0.391652 0.394407 0.491705 * 0.199276 0.751456 ** 0.176880 0.282666
満足度－注力度 0.315279 0.420084 -0.070273 0.139937 0.599167 * 0.400743 0.087867 0.354860
満足度－負担度 -0.140363 -0.484476 * -0.306974 -0.231351 -0.368948 -0.054940 0.169271 -0.363676
負担度－注力度 0.587853 ** 0.046948 0.146820 0.100006 0.239395 0.198061 0.518328 * 0.470132 *
満足度－注力度 -0.047521 0.032721 0.382853 -0.105024 -0.083077 0.379963 0.609784 ** 0.090599
分掌 学年 部活動 教科
平成１８年度
スピアマン相関係数　（**１％有意，*５％有意）































に対して，組織変革後 2 年が経過した平成 18 年度では，「分掌－担任以外」を除くすべて
のケー
。 
しかし，「分掌－担任以外」において，平成 17 年度と 18 年度に連続して見られる「－＋
対象 対象
満足度－負担度 － － － － 満足度－負担度 － ＋ － －
負担度－注力度 ＋ ** ＋ * ＋ ＋ 負担度－注力度 ＋ ＋ ** ＋ ＋ *
満足度－注力度 － ＋ ＋ － 満足度－注力度 ＋ ＋ * ＋ * ＋
満足度－負担度 － ＋ ＋ － 満足度－負担度 － ＋ － －
負担度－注力度 ＋ * ＋ ＋ ＋ * 負担度－注力度 ＋ ＋ ** ＋ ＋
満足度－注力度 ＋ ＋ － ＋ 満足度－注力度 ＋ * ＋ ＋ ＋
満足度－負担度 － － * － － 満足度－負担度 － － ＋ －





負担度－注力度 ＋ ** ＋ ＋ ＋ 負担度－注力度 ＋ ＋ ＋ * ＋ *
満足度－注力度 － ＋ ＋ － 満足度－注力度 － ＋ ＋ ** ＋
担任以外 担任以外
図表 26 スピアマンの順位相関係数の符号 





















































照)。図表 27 は，4 段階評価の平均点とその増減を示したものである。全体的な「負担度」
は増加傾向にあり，とくに「担任」の「分掌」における「負担度」はもっとも増加してい
る。このとき，「負担度」に関して，教




対象 項目 分掌 学年 部活動 教科 分掌 学年 部活動 教科 分掌 学年 部活動 教科
満足度 3.0 3.1 3.1 2.7 3.1 3.2 3.2 2.9 0.1 0.1 0.1 0.2
負担度 2.6 2.4 2.2 2.6 2.9 2.5 2.3 2.5 0.3 0.1 0.1 -0.1
注力度 3.1 3.1 2.7 3.5 3.3 3.2 2.9 3.5 0.2 0.1 0.2 0.0
満足度 3.0 3.1 3.0 2.8 3.0 3.3 3.1 3.0 0.0 0.2 0.1 0.2
負担度 2.3 2.6 2.2 2.6 2.8 2.7 2.3 2.5 0.5 0.1 0.1 -0.1
注力度 2.9 3.5 2.6 3.6 3.2 3.5 2.6 3.5 0.3 0.0 0.0 -0.1
満足度 3.1 3.1 3.2 2.7 3.2 3.1 3.3 3.0 0.1 0.0 0.1 0.3
負担度 2.7 2.2 2.2 2.6 2.8 2.3 2.4 2.6 0.1 0.1 0.2 0.0
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1 第 3 章は，拙稿(2007b)「学校におけるマネジメント―公立学校における実践的取り組み―」日本経営
教育学会編『経営教育研究 10 ―経営教育の新機軸』学文社,99-119 頁を加筆修正したものである。 
2 統合的アプローチについては，序章の脚注を参照されたい。 
3 松田(2000:21-22 頁). 
4 本来は「門番」を意味し，交通や通信を監視・管理したり，企業で重要な管理意思決定権を有する人
をさす。 
5 序章の図表 2 を参照されたい。 



















絡調整および指導，助言に当たる(学校教育法施行規則第 22 条の 3③項)」,「学年主任は，校長の監督を
受け，当該学年の教育活動に関する事項について連絡調整および指導，助言に当たる(学校教育法施行規
則第 22 条の 3④項)」とされている。 
12 加護野(1988:114 頁). 
13 加護野(1988:108 頁). 
14 加護野(1988:209-224 頁). 











19 図表 22 は略称で示しており，流通分野は流通ビジネス科目群，会計分野は簿記会計科目群をさす。
なお，経営情報分野は次の 3 系列をさしている。すなわち，プログラム開発に重点をおく言語系，プロ
グラム利用に重点をおくシスアド系，音声・画像などのマルチメディアに重点をおくマルチ系(マルチ
メディア)の 3 つである。  




では特徴的な 4 パターンを示した。 
21 Kotter(2002=2003:p.25)は，変革を成功に導く 8 つの段階として，「①危機意識を高める，②変革推進
チームをつくる，③適切なビジョンを掲げる，④ビジョンを周知徹底する，⑤自発的な行動を促す，⑥
短期的成果を実現する，⑦気を緩めない，⑧変革を根づかせる」と述べている。 
22 高階(2001:72 頁). 
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23 奥野(2004:196 頁). 
24 小島(2007:156-160 頁). 
25 奥野(2004:196 頁).  
26 同上   
27 Drucker,Peter F.(1993:pp.121-136). 
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張としてビジネス教育において，図表 28 のような 2 つの目標を示している7。主たる目標
(main goal)として「職業教育としてのビ
ジネス教育(job training for business)」，


































Job Training for Business
(main goal)
BUSINESS EDUCATION
図表 28 ビジネス教育の目標 







1.Improve the understanding of
business and its relationship to
the total economy,
2.Develop personal consumer
competence and to relate the
role of the consumer to the total
economy,
3.Develop personal use skills
related to business occupations.
to prepare to prepare
1.Develop occupational skills
such as recording, retrieving,
coordinating, analyzing,
organizing, and reporting data
used for business decisions(i.e.,
the office occupations),
2.Develop occupational skills to
market, merchandise, and
manage the flow of goods and
services(i.e., distributive
education),
3.Improve personal use skills
useful in business occupations.
図表 29 ビジネス教育のカリキュラム
to provide
Education FOR BusinessEducation ABOUT Business
for some students to
BUSINESS CURRICULUM
for all students to
出所)Nanassy,Malsbary and Tonne(1977:p.10) 
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知識ある市民としてすべての生徒に必要とされる一般的なビジネス教育の側面である。ま
た，Nanassy らは，ビジネス教育に関する別のアプローチ方法として，図表 29 のような





ネス教育」の 2 つに大別されると考えられる。 
さて，その後アメリカにおけるビジネス教育の目標はどのように変遷していったのであ



















吹き込まれることなどである。以上， Harris の指摘は 90 年代以降のアメリカ経済の回復
に見られるように現実のものとなり，アメリカに約 20 年遅れるかたちで，「教育の高質化」
-  - 55
はわが国の教育にもおよんでいる。 
さて，1995 年，全米ビジネス教育連盟(National Business Education Association:以下
NBEA という)は，『ビジネス教育のための全国基準』という指導書を出版し，アメリカの生
徒がビジネスについて知るべきこと，ビジネスについて実践できることについてのガイド











































































アメリカにおけるビジネス教育の第一人者である Walters and Nolan は，ビジネス教育
の目的として，職業的能力の獲得，職業の変化への適応，職業変更への準備，商業科目の


















ビジネス教育のはじまりは，1823 年ボストンに最初の高等学校が創設されてから 2 年後，
簿記がカリキュラムに加えられた頃だと考えられる。簿記に続き，数十年後には速記とタ







発表したのが 1893 年から 1910 年，また，フォーディズムとして知られるフォードの書物
が 1922 年から 1930 年に公刊されていることを考えると，産業の発達と学問や教育がいか
に密接な関わりを有しているかについて示唆を与えてくれるのである25。 























































































































































図表 33 は 1958 年から 2005 年までの 47 年間にわたる商業高校生の職業別就職状況であ
る。前述したように，職業教育としての商業教育がこれまで教育の目標としてきた職業は
おもに事務，販売，サービス，専門・技術的職種であった。これらの就業者数合計につい
ては， 1970 年(昭和 45)の 170,984 人(なお，商業科卒業者の就職者数総合計は 206,807 人)
をピークに現在まで減少傾向が続いている。1970 年代まで事務職が全体を牽引するかたち
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進職能としての「会計作業職能」，「調査作業職能」は，職業分類表によると専門的・技術


















専門・技術 事務 販売 サービス


















1958 1965 1970 1974 1979 1984 1989 1994 1999 2003 2005
図表 34 商業科で学ぶ生徒の就職構造の変化 
出所)文部省および文部科学省・学校基本調査報告書より作成
-  - 62
図表 35 学習指導における商業科の目標と法令および審議会答申一覧 
 




( １ ) も のごと を 科学的・ 能率的に処理する能力
( ２ ) 経済生活及び商業活動に必要な技能 ( ３ ) 経済
及び商業に関する一般的知識 ( ４ ) わが国の経済・
産業の特色， 商業と 他の産業と の相互関係について
の理解 ( ５ ) 良心的な経済生活・ 商業活動を なし ，
社会一般の福祉に貢献し ， 国民生活の向上に努力す






（ １ ） 商業が経済生活において， どのよう な機能を
果たし ているかについて理解する。 （ ２ ） 職業に関
する基礎的な知識・ 技能を 理解し て， 経済生活を 合
理的に営むために役立てる。 （ ３ ） 商業を 自己の職
業と する 者にと っ て必要な知識・ 技能を 身につけ，
商業を 合理的能率的に運営する能力を 養う 。 （ ４ ）
正し い好まし い経営の態度・ 習慣を 養い， 国民の経
済生活の向上に貢献するよう に努める心構えを 養
う 。 （ ５ ） 商業経済社会の新し い状態に適応し た






（ １ ） 商業が経済生活において， どのよう な機能を
果たし ているかを 理解さ せ。 （ ２ ） 商業に関する基
礎的な知識・ 技能を 習得さ せ， 経済生活を 合理的に
営む能力を 養う 。 （ ３ ） 商業に従事する者に必要な
知識・ 技能を 習得さ せ， 商業活動を 合理的・ 能率的
に営む能力を 養う 。 （ ４ ） 経営について正し い心構
えを 養い， 国民の経済生活の向上に貢献するよう 努
める態度を 養う 。 （ ５ ） 経済社会の進展に適応し ，
さ ら に進んだ研究を するために必要な基礎的能力を
養い， 将来の発展に役立てる 。
●産業教育振興法制定， 中央産業教育審議会設置( 1951) ，
昭和３ ５ 年
( 1960)
（ １ ） 商業なら びに経営管理や事務についての知識
と 技術を 習得さ せ， こ れら の活動を 合理的， 能率的
に営む能力を 養う 。 （ ２ ） 経済生活における商業の
機能や， 産業における経営管理の重要性を 理解さ
せ， 国民経済の発展に寄与し よう と する態度を 養
う 。 （ ３ ） 各種の商業なら びに経営管理や事務に従
事する者と し ての望まし い心構えを 養い， 常に研究
を 重ねて進歩向上を 図る態度を 養う 。 （ ４ ） 一般の
経済生活を 合理的， 能率的に営む能力と 態度と を 養
う 。
●「 高等学校における産業教育の改善について」 （ 中央産業教育審議会1959)
①中堅産業人の計画的養成を 図る。 そのため， 職業課程の新設， 普通課程の職業課程への転換などの措置が必要である。
②教育内容を 改善し ， 産業教育の効果を 一層高めるこ と が必要である 。 そのため， 実験・ 実習の施設・ 設備の拡充， 職業課程の卒業者が
大学の同一系統の学部に進学でき るための入試方法の改善を 講ずるべき である。
③教職員の確保と 資質向上について， 計画的な養成の拡充， 産業界から 教員を 誘致するための措置や給与の改善が望まれる。
※商業教育については、 流通経済を 担当する産業分類と し ての商業に従事する者を 養成する にと どまら ず、 広く 経営管理に関する職務を
担当する者を 養成するこ と にあり 、 経営管理における事務的あるいは書記的な職務および販売的な職務の担当者の養成に重点を 置く こ と
が適当である。




を 習得さ せ， こ れら の活動を 合理的， 能率的に行う
能力と 態度を 養う 。 経済社会における商業の機能や
産業における経営の重要性を 理解さ せ， 国民経済の
発展に寄与する態度を 養う 。 商事活動， 事務および
経営管理について常に研究を 重ね， 創意を 働かせ
て， 進歩向上を 図る態度を 養う 。 日常の経済生活を
合理的， 能率的に営む能力と 態度を 養う 。
●「 高等学校における職業教育の多様化について」 （ 理科教育及び産業教育審議会1967, 1968)
※商業教育については， 商業科以外に5つの学科が示さ れた。 事務科， 経理科， 営業科（ 販売科） ， 貿易科， 秘書科である。




を 習得さ せ， 国民経済における商業の意義や役割を
理解さ せると と も に， 商業の諸活動を 合理的， 実践
的に行う 能力と 態度を 育て， 経済社会の形成者と し
て望まし い資質を 養う 。
●理科教育及び産業教育審議会「 職業教育の改善に関する委員会」 ( 1976)
①職業学科において基礎教育を 重視するこ と
②教育課程の弾力化を 図るこ と
③学科構成の改善を 図る こ と
④勤労にかかわる体験的学習を 教科するこ と
⑤その他職業教育の改善充実のため， 中学校の進路指導の充実， 高校入学者選抜の改善， 職業資格の取得と 技能・ 技術の検定措置の拡
充， 卒業後の継続教育や職業学科から の大学への進学の道を 開く こ と
●「 高等学校における産業教育のための実務・ 実習の施設及び設備の基準の改定について」 （ 理科教育及び産業教育審議会1976)




を 習得さ せ， 商業の意義や役割を 理解さ せると と も
に， 経営活動を 主体的， 合理的に行い， 経済社会の
発展に寄与する能力と 態度を 育てる。
●「 高等学校における今後の職業教育の在り 方について」 ( 理科教育及び産業教育審議会1985)
１ 職業教育改善の視点
　 ①産業経済の変化への対応②生徒の多様な実態に応ずる 弾力的措置の推進③柔軟性を 備えた職業人の育成④開かれた職業教育の展開
２ 職業学科の改善・ 充実
　 ①学科構成の基本的な考え方( 特定の専門分野の学科， 基礎的共通的内容を 主と する 学科， 複合的な内容の学科の検討）
　 ②職業学科に取り 入れる新たな教育内容（ 情報処理に関する 内容の充実， 商業に関し てはサービ ス業の経営管理に関する 内容）
　 ③今後新設が適当と さ れる 学科（ 国際経済科、 情報処理と 情報技術の融合学科）
３ 教育課程の多様化・ 弾力化
　 ①特色ある教育課程の編成②学科間の枠を 越えた各教科・ 科目の履修③教育課程の領域の弾力化（ 「 課題研究」 の場を 新に設ける ）
４ 職業教育充実に当たっ ての協力・ 連携
　 ①学校・ 学科間の協力②専修学校と の連携③地域社会と の連携
５ 普通科における 職業教育の充実
　 ①勤労体験学習における職業科目の活用②職業科目の選択履修③職業等に関する 基礎的な教科・ 科目の新設（ 例「 職業一般」 「 情報基礎」 ）
６ その他の改善事項
　 ①職業資格取得等への配慮②指導者の資質向上③進路指導の充実④入学者選抜方法の改善⑤施設・ 設備の充実⑥高等教育と の接続




を 習得さ せ， ビジネスに対する望まし い心構えや理
念を 身に付けさ せると と も に， ビジネスの諸活動を
主体的， 合理的に行い， 経済社会の発展に寄与する
能力と 態度を 育てる。
●「 今後の専門高校における教育の在り 方等について」 （ 理科教育及び産業教育審議会1998)
１   専門性の基礎・ 基本の重視
　 ①将来のスペシャ リ スト と し て必要と さ れる 専門性の基礎・ 基本
　 ②生涯にわたる専門能力の向上を 通し て実現さ れるも の
　 ③専門性の基礎・ 基本に重点を 置き 、 教育内容の厳選を 図る必要
２   社会の変化や産業の動向等に適切に対応し た教育の展開
　 ①社会の国際化、 情報化、 少子高齢化や環境問題等の諸課題
　 ②専門高校における教育内容の見直し
　 ③問題解決能力や豊かな創造性等を 有する人材の育成
　 ④情報産業や福祉産業など高度な情報技術者や新たな産業領域の形成に役立つよう な人材の育成のため新たに教科を 創設し 、 教育内容
の充実を 図る必要
３   生徒一人一人の個性を 育て伸ばし ていく 教育の展開
　 ①専門高校における生徒の多様な実態に対応し 、 生徒の学習の選択幅を でき る限り 拡大し 、 多様な特色ある学校づく り
　 ②生徒が自ら 学び、 考え、 創意工夫するこ と や、 生徒が望まし い勤労観・ 職業観を 身に付け、 適切かつ主体的に進路を 選択でき るよう
支援するこ と に、 より 重点を 置く 必要
４   地域や産業界と のパート ナーシッ プの確立
５   継続教育機関と の連携の推進
６   各学校の創意工夫を 生かし た教育の展開
国と し て定める教育課程の基準等については、 可能な限り 弾力的なも のと する必要
●「 幼稚園、 小学校、 中学校、 高等学校、 盲学校、 聾学校及び養護学校の教育課程の基準の改善について」 （ 教育課程審議会1998)
①経済の国際化、 情報化、 サービス化の急速な進展に伴い、 市場の国際化、 オフ ィ スの情報化、 サービス産業の拡大等の変化
②国際的な会計基準への移行、 流通システムの合理化、 新たなビジネスの創造などグローバル経済への一層の対応
③実践的な語学力、 情報・ 会計リ テラ シーなど、 ビジネスの基礎・ 基本についての内容を 充実
④情報化の進展への対応に留意し て、 購買・ 販売・ 財務等の経営情報の処理と 活用に関する内容の改善
⑤経済の国際化やサービ ス化の進展に対応する観点から 、 ビジネス教育の視点を 明確化
出所)学習指導要領，関係法令および審議会答申より筆者作成 
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科目数 14 20 20 36 18 21 16
基礎的科目 ビジネス基礎 ビジネス基礎 ビジネス基礎 基礎的
（商業全般の基礎基本）
商業経済 商事一般 商事一般 商業一般 商業経済Ⅰ 流通経済 商品と流通 商品と流通 マーケティングⅠ
商品 商品 商品 商品 商品 商品 商品開発
（コトラー）





珠算および商業計算 計算実務 計算実務 計算実務 計算事務 計算事務 商業技術 ビジネス計算 商業技術
商業美術 商業美術 商業美術 商業デザイン 商業デザイン
（売買・金融計算）
法規 商業法規 商業法規 商業法規 商業法規 商業法規 経済活動と法 経済活動と法 ビジネス法規
（含知的財産権）
商業外国語 商業英語 商業英語 商業英語 貿易英語 英語実務 英語実務 英語実務 経済入門
商業英会話
（スティグリッツ経済学）
経済 経済 経済 商業経済Ⅱ 商業経済 国際ビジネス 経営と経済 サービス経済
経営 経営 経営 経営 経営
（スティグリッツ経済学）
国際経済
簿記会計 商業簿記 商業簿記 簿記会計Ⅰ 簿記会計Ⅰ 簿記 簿記 簿記 簿記
簿記会計Ⅱ 簿記会計Ⅱ 会計 会計 会計 会計
会計 会計 簿記会計Ⅲ
工業簿記 工業簿記 工業簿記 工業簿記 工業簿記 原価計算 原価計算 原価計算
税務会計 税務会計 税務会計 会計実務 会計実務 会計実務
（含所得税）
文書実務 文書実務 文書実務 事務 文書事務 文書処理 文書デザイン 文書デザイン 文書デザイン




電子計算機一般 情報処理Ⅰ 情報処理 情報処理 情報処理 情報処理
（含商業文書，
ビジネス計算削除）
プログラミングⅠ 情報処理Ⅱ プログラミング プログラミング プログラミング プログラミング
プログラミングⅡ
事務管理 情報管理 ビジネス情報 ビジネス情報 ビジネス情報
統計調査 統計調査 統計実務 統計実務 経営数学 経営情報
経営数学
商業実践 商業実践 商業実践 商業実践 総合実践 総合実践 総合実践 総合実践 総合実践
事務実践
経理実践
貿易実務 貿易実務 貿易実務 貿易実務










































































































































































この調査は 1958 年(昭和 33)におこなわれたものであるため，図表 37 に示すように当時
の職業分類による29。図表 38 は縦軸に「初職」，横軸に「現職」をとったものであり，調



















































図表 37 職業分類表 図表 37
出所)長商創立 75 周年記念誌編集委員会編(1961:21 頁) 
専門的 管理的 事務的 販売的 熟練的 半熟練的 農林漁業 非熟練的 無職･不明 計
専門的 2 4 1 7
管理的 3 3
事務的 1 32 85 9 1 1 129
販売的 2 5 6 18 31
熟練的 1 1 2
半熟練的 1 1 2
農林漁業 1 1
非熟練的 0
無職･不明 4 6 9 2 21







図 現職と初職の相関 単位：人表 38図表 38
出所)長商創立 75 周年記念誌編集委員会編(1961:36 頁) 















































若干考察を加えたい。一般教育としてのビジネス教育については，Walters and Nolan が，
ビジネス教育の目的としてあげた 6 つのうち，商業科目の個人的用途，消費者利益の保護，











専門的 管理的 事務的 販売的 熟練的 半熟練的 農林漁業 非熟練的
卒業時 3.1 1.5 69.0 14.6 1.1 1.1 0.8 0.4
25歳 2.4 4.3 64.3 12.4 1.4 0.9
30歳 4.1 13.4 58.6 12.2 1.2
40歳 8.5 37.2 31.9 17.0 1.1 1.1 1.1
55歳 16.7 37.5 16.7 29.1
図表 40 各年齢時点における職業分布 単位:% 
出所)長商創立 75 周年記念誌編集委員会編(1961:36 頁) 










Walters and Nolan は，さらに，国家はタイプライターの操作に熟練している若者より
も，社会的な精神をもつと同時に経済的に健全な若者をずっと多くもとめていることにつ














































































































































図表 42 企業職能の分化と環境変化の影響 

























































































-  - 70
-  - 71
                                                 
 
 
1 第 4 章は，拙稿(2007c)「わが国の中等商業教育に関する一考察 ―企業職能から見たビジネス教育の
職能―」『長崎大学大学院経済学研究科研究論集』第 2 号,1-39 頁を加筆修正したものである。 
2 学習指導要領解説商業編(2000:7 頁). 
3 同上(2000:14 頁). 
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教科書 2003 年版：2 頁による。  
5 藻利(1963:253 頁). 
6 Nanassy,Malsbary and Tonne(1977:pp.2-3)，大埜(1975:11-13 頁). 
7 Ibid.:pp.8-10 
8 清水(2002:83-84 頁). 
9 Harris(1986)の主張は，雲英(1986)によって要約されている。  
10 雲英(1986)。なお，雲英は昭和 44 年から 49 年まで文部省教科調査官を務め，昭和 45 年改訂の指導要
領に携わった。  
11 National Business Education Association(2001:pp.9-11). 
12 Level 1:Elementary School, Level 2:Middle/Junior High School, Level 3:Secondary School, Level 
4:Two-Year Postsecondary/Community College or Technical College のように細分化している。  
13 一例として，アイダホ州のビジネス教育スタンダードが NBEA 全国基準に準拠している。 
14 当時の日本の民主主義の確立には，熟練した技術を有する労働者が必要とされており，職業教育を通
した産業人の育成が急務であることが述べられている。  
15 村井(2003:50-51 頁). 
16 商業教育百年史・上(1894:67-68 頁), 
大埜(1973:48-49 頁)によると，総合制高等学校(Comprehensive High School)はアメリカにおいて発達した
制度である。アカデミックな教育だけでは，卒業後に就職する生徒の必要を充足できなかったことから，
商業，工業，農業などの職業教育を高等学校教育に取り入れたのが 1900 年代のことである。 
17 河合・雲英・岡田・山田(1992:57-59 頁). 
18 初又(1971:74-75 頁). 
19 Walters,R.G. and C.A.Nolan,商業教育協会訳(訳書 1955:16-32 頁). 
20 藻利(1950:6 頁). 
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織の考察にあたり，有効かつ普遍的原理として重要な意義をもつという認識を深めた。 
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きたのである。「よい理論ほど実践的なものはない(Nothing is so practical as a good 
theory)」というクルト・レヴィンの教えこそが，MBA の理想的な学び方であるという理解
のもと実践と研究に取り組んだ。さまざまな実践的取り組みや改革の過程で，それを支え
る理論的基盤が必要とされ，絶えずそのような理論を探求してきた。しかし，実践的課題
は早急に取り組むべき課題であり，そちらを先行せざるを得ない状況であった。幸い，2
年間の研究成果は，修士論文「学校における組織マネジメント～現場の問題をいかに解決し
てきたか～」としてまとめることができた。まがりなりにも論文というかたちで整理する
ことができた満足感の一方で，より理論的な考察を加えたいという強い欲求を抑えること
ができなかった。博士後期課程へいざなわれた背景にはそのような思いがある。 
本論文を作成するにあたり，報告会の都度，副指導教官の同大学院上野清貴教授および
深浦厚之教授には研究の進め方や論文構成について有益な示唆をいただいた。また，審査
にあたり，同大学院杉原敏夫教授および井手啓二教授には，科学的視点や研究の厳密性に
ついて貴重な御指導と御助言をいただいた。ここに厚く御礼申し上げたい。また，MBA コ
ースの指導教官であった吉田高文准教授からは，適時アドバイスを頂戴するなどいつも温
かく見守っていただき大きな励みとなった。あわせて感謝申し上げる次第である。 
 公立高等学校の教員である以上，定期的な人事異動は避けられない。突然の辞令によっ
てはじまった本研究は，研究最後の年に訪れた離島への転勤によりいっそう困難を極める
かに見えた。しかし，数多くの方々の御理解と御協力により，終章まで書き上げることが
できたことにあらためて感謝申し上げたい。 
最後に，5 年間にわたる筆者のわがままにも理解を示し，陰から支えてくれた妻に心か
ら感謝したい。 
 
